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熊本県議会 総務常任委員会会議記録第 ３ 回

平成19年９月26日（水曜日）

午前10時０分開議

午後０時14分閉会

本日の会議に付した事件

議案第１号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算（第５号）

議案第２号 平成19年度熊本県市町村振興

（ ）資金貸付事業特別会計補正予算 第１号

議案第４号 専決処分の報告及び承認につ

いて

議案第５号 専決処分の報告及び承認につ

いて

議案第６号 熊本県手数料条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第７号 熊本県議会議員及び熊本県知

事の選挙における選挙運動の公費負担に

関する条例の一部を改正する条例の制定

について

議案第52号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算（第６号）

報告第３号 公立大学法人熊本県立大学の

経営状況を説明する書類の提出について

報告第４号 フィッシャリーナ天草株式会

社の経営状況を説明する書類の提出につ

いて

報告第５号 財団法人熊本県立劇場の経営

状況を説明する書類の提出について

報告第６号 天草エアライン株式会社の経

営状況を説明する書類の提出について

報告第26号 平成18年度公立大学法人熊本

県立大学業務実績評価について

請第８号 私学助成に関する意見書の提出

を求める請願

請第３号 県立劇場にパイプオルガンの設

置促進に関する請願

閉会中の継続審査について

報告事項

① 全国知事会議における「第二期地方分

権改革」への提言及び議論の報告

② 平成20年度に向けた行財政改革の取組

について（取組方針）

③ 指定管理者制度導入施設の平成18年度

管理運営状況について

④ 県出資団体等に対する県の関与見直し

状況報告〔概要〕

⑤ 県関与見直し実行計画に基づく県出資

団体等の見直し状況報告

⑥ 平成18年度熊本県普通会計決算の概要

⑦ 三位一体の改革等の影響について

⑧ 市町村合併の推進について

⑨ 平成１８年度市町村の決算概要(速報)

について

⑩ 熊本県民交流館会議室の利用手続きの

簡素化について

⑪ 川辺川ダムに関する取組みについて

⑫ 肥薩おれんじ鉄道株式会社の経営状況

について

出席委員（８人）

委 員 長 中 原 隆 博

副委員長 小早川 宗 弘

委 員 西 岡 勝 成

委 員 竹 口 博 己

委 員 早 川 英 明

委 員 鎌 田 聡

委 員 吉 田 忠 道

委 員 浦 田 祐三子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策局

局 長 木 本 俊 一
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総括審議員兼次長 高 木 奎 一

企画課長 内 田 安 弘

秘書課長 岡 本 哲 夫

政策調整監 永 松 俊 雄

広報課長 山 本 理

総務部

部 長 原 田 正 一

総括審議員兼次長 正 木 暠

次 長 木 村 利 昭

危機管理監 奥 村 良 博

首席総務審議員

兼人事課長 田 崎 龍 一

総務事務センター長 田 上 勲

行政経営課長 小 嶋 一 誠

私学文書課長 楢木野 史 貴

首席総務審議員

兼職員課長 山 野 陽 一

財政課長 市 川 靖 之

首席総務審議員

兼管財課長 古 澤 哲 男

税務課長 富 田 健 治

市町村総室長 松 見 辰 彦

市町村総室副総室長 村 山 栄 一

危機管理・防災消防

総室長 坂 田 正 充

危機管理・防災消防

総室副総室長 野 田 克 巳

男女共同参画・パート

ナーシップ推進課長 広 崎 史 子

地域振興部

部 長 小 宮 義 之

理 事 上 野 信 一

次 長 黒 田 豊

次 長 川 口 弘 幸

川辺川ダム対策監 河 野 靖

首席政策審議員

兼地域政策課長 梅 本 茂

地域政策監 神 谷 将 広

川辺川ダム総合対策課長 田 嶋 徹

情報企画課長 松 永 正 男

文化企画課長 由 解 幸四郎

国際課長 園 田 素 士

交通対策総室長 小 林 豊

交通対策総室副総室長 菅 純一郎

首席統計審議員

兼統計調査課長 甲 斐 良 一

出納局

局 長 出 水 信 治

会計課長 藤 本 玉 留

管理調達課長 坂 本 友 春

人事委員会事務局

局 長 若 本 隆 治

首席総務審議員

兼総務課長 髙 原 秀 男

公務員課長 田 中 明

監査委員事務局

局 長 金 田 和 洋

第一課長 児 玉 邦 秋

第二課長 柳 田 幸 子

議会事務局

局 長 新 開 忠 

次 長 正 木 重 臣

首席総務審議員

兼総務課長 畑 坂 純 夫

議事課長 吉 良 洋 三

政務調査課長 小 原 忠 隆

事務局職員出席者

議事課課長補佐 宮 﨑 聖

政務調査課課長補佐 武 田 正 宣

午前10時０分開議

○中原隆博委員 ただいまから、第３回総務

常任委員会を開会いたします。

それでは、まず、付託されました請第８号

について、提出者から趣旨説明の申し出があ

っておりますので、これを許可したいと思い

ます。

まず、請第８号についての説明者を入室さ

せてください。
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(請第８号の説明者入室)

○中原隆博委員長 説明者の方に申し上げま

す。

きょう各委員の先生方には、請願書の写し

をそれぞれ配付させていただいておりますの

で、簡単な説明で結構でございますので、よ

ろしくお願い申し上げます。

（請第８号の説明者の趣旨説明)

○中原隆博委員長 説明の趣旨は承りまし

た。後でよく審査させていただきますので、

きょうはこれにてお引き取りのほど、よろし

くお願い申し上げます。ありがとうございま

した。

（請第８号の説明者退室)

○中原隆博委員長 それでは、続きまして、

本委員会に付託されました議案等を議題とし

て、これについて審査を行います。

まず、議題等について執行部の説明を求め

たのちに、一括して質疑を受けたいと思いま

す。なお、審査を効率よく進めるために、執

行部の説明は簡潔にお願いいたしたいと思い

ます。

それでは、原田総務部長から総括説明をお

願いいたします。

○原田総務部長 おはようございます。

それでは、私の方から、今回提案をいたし

ております議案等の概要について御説明を申

し上げます。

まず、今回の一般会計の補正予算でござい

ますが、冒頭提案の第１号議案と追加提案の

第52号議案の２議案を提案しております。そ

のうち第１号議案は、梅雨前線豪雨等に伴う

災害復旧等に要する経費、地球温暖化防止の

ための森林吸収源対策として、間伐を追加的

に実施する経費、それから、本年６月に策定

をいたしました熊本県公共調達改革基本方針

に基づき、最低制限価格の算出方法を今年度

中に見直すことに伴う工事進行管理システム

等を改修するために必要な経費等について補

正を行うことといたしておりまして、総額で

91億700万円を計上いたしております。

次に、第52号議案、追号議案でございます

が、平成16年７月に発生いたしました県立高

等学校での水泳授業中の事故に関する損害賠

償請求訴訟における裁判所からの勧告に基づ

き、和解に応じるための所要額として3,600

万円を計上いたしております。これらを現計

予算と合わせますと7,421億7,800万円となり

ます。

あわせて去る７月20日及び７月27日に専決

処分させていただきました平成19年度一般会

計補正予算の報告及び承認についても提案申

し上げております。

また、熊本県議会議員及び熊本県知事の選

挙における選挙運動の公費負担に関する条例

の一部を改正する条例等の条例案件につきま

しても御提案を申し上げております。

この後、予算関係議案につきましては財政

課長から、また、詳細な内容及び条例等の議

案につきましては、各課長、総室長から、そ

れぞれ御説明申し上げますので、よろしく御

審議のほどをお願い申し上げます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

それでは、続きまして、今、総務部長のご

あいさつ、説明趣旨の中にもございましたよ

うに、財政課長から、平成19年度９月補正予

算案の概要について説明をお願いいたしたい

と思います。

○市川財政課長 財政課でございます。お手

元の総務常任委員会資料に沿いまして御説明

させていただきたいと思います。

○中原隆博委員長 ちょっと申し上げます

が、その後、いろいろと説明があると思いま

すけれども、一たん手を挙げられて立って、

その後は自席から座ってですね、ちょっと聞
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こえにくい部分もございますので、マイクに

近づいて皆さんにわかるように御説明方をお

願い申し上げます。よろしくお願いいたしま

す。

○市川財政課長 では、１ページをお開きく

。 、ださい ９月補正予算の概要でございますが

１ページの上半分は総務部長からの説明と重

複いたしますので、割愛させていただきたい

と思います。下半分につきましては、今回の

９月補正の内容を会計ごとにまとめておりま

す。一般会計が91億円余、特別会計では６億

円余の補正額となっております。

次に、２ページ、３ページをごらんくださ

い。

歳入予算の内訳でございます。主なところ

を御説明いたします。今回の補正予算ではそ

のほとんどを災害関係が占めており、歳入で

は９の国庫支出金、これが62億円余、それか

ら15の県債が19億円弱と、そのほとんどを占

めておるところでございます。

、 。続きまして ４ページをお願いいたします

こちらは歳出予算の内訳でございます。４

ページの一般行政経費が８億円余、５ページ

の投資的経費につきましては、災害関係のほ

か国庫補助これの内示に伴う増減などを行っ

ております。

次に、６ページ、７ページをお願いいたし

ます。

こちらは地方債の補正でございます。今回

の補正予算に合わせまして６ページは追加、

７ページは額の変更を行っておりますが、そ

のほとんどが災害関係でございます。

次に、８ページ、９ページをお願いいたし

ます。

こちらは補正予算のうち、既に専決処分さ

せていただいたものでございます。８ページ

は県議会議員補欠選挙のため、９ページは仮

設住宅等災害救助事業のために、それぞれ2,

300万円と4,600万円の増額補正をさせていた

だいております。

次に、資料かわりまして追号関係別冊の資

料をごらんいただきますでしょうか、こちら

で追加提案させていただきました議案につい

て御説明いたします。追号関係資料の１ペー

ジをごらんください。これにつきましては、

この予算案とあわせて提案されました52号議

案の和解に伴う予算関係でございます。歳出

予算は和解金として3,600万円でございます

が、歳入の内訳につきましては、次の３ペー

ジの方をごらんいただきますと、３ページの

14の諸収入に3,400万円が計上されておりま

す。これは保険の方から対応するということ

で3,400万円を諸収入に計上しております。

残り200万円が一般財源となりますが、この2

00万円につきましては13の繰越金で対応いた

します。

予算関係の説明は以上でございます。

○中原隆博委員長 次に、各課の説明に入り

ます。関係課長から順次説明をお願いいたし

たいと思います。

まず、補正予算関係、総務部から。

○田上総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。資料の11ページをお願いい

たします。

人事管理費でございますが、7,320万2,000

円の増額補正をお願いしております。これは

知事部局、各種委員会等における庶務事務の

うち、給与の手当認定、旅費、賃金報酬等の

支出等の業務を総務事務センターで一元的に

処理するために、現在稼働しております庶務

事務システム等の改修を行うことによる経費

の増額によるものでございます。

、 。次に 資料の12ページをお願いいたします

情報処理関連業務の平成20年度の債務負担

行為について2,500万円の増額変更をお願い

しております。これは先ほど御説明いたしま

した庶務事務システムの改修のうち、旅費関
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係業務について、今年度と来年度の２カ年で

改修を行うことによる新たな債務負担行為の

設定によるものでございます。どうぞよろし

くお願いいたします。

○松見市町村総室長 市町村総室でございま

す。資料の13ページをお願いいたします。

一般会計の自治振興費で５億4,600万円余

の補正をお願いしておりますけれども、これ

は右欄の説明欄に記載しておりますとおり、

旧合併特例法下で合併しました市町村に対す

る市町村合併特別交付金につきまして、市町

村の要望額が固まったことから増額補正をお

願いするものでございます。また、その財源

内訳といたしまして、その他に２億7,300万

円余を計上しておりますけれども、これは下

の方の表になりますけれども、市町村振興資

金貸付特別事業会計からの繰入金でございま

す。そこで特別会計の方も増額を繰出金とし

て補正をお願いするものでございます。

次に、知事選挙費でございますけれども、

本年３月の公職選挙法の改正によりまして知

事選挙におきましても、ビラを頒布すること

ができるようになり、また、条例で定めるこ

とによりビラの作成を無料とすることができ

ることにされたことに伴いまして、今議会に

後ほど御説明いたします条例の改正とあわせ

てビラ証紙の作成費とビラ作成公営費の補正

をお願いするものでございます。なお、補正

額の670万円は立候補者数が６人の場合を想

定して計上いたしております。

以上、よろしくお願いいたします。

○坂田危機管理・防災消防総室長 危機管

理・防災消防総室でございます。14ページを

お願いいたします。

一般管理費でございますが、国民保護対策

費として、国民保護に係る図上訓練を実施す

るための経費382万6,000円の補正をお願いし

ております。この訓練につきましては、今年

の６月に消防庁から負担金の交付決定を受け

たことに伴いまして、国との共同での実施が

可能となりましたことから、県単独での訓練

を国との共同による訓練に変更して実施する

ものでございます。よろしくお願いいたしま

す。

○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 男女共同参画・パートナーシップ推進

課でございます。資料の15ページをお願いい

たします。

補正額58万5,000円の増でございます。こ

れは本年度、県費で実施することとしており

ましたＤＶ未然防止教育に係る調査研究事業

が全額国庫により内閣府に採択されましたの

で、予算の増額と県費から国費に財源内訳の

変更を行うものでございます。

16ページをお願いいたします。

熊本県民交流館パレアで実施しております

ＮＰＯ活動支援業務につきまして、平成20年

度から２年間、提案公募型の複数年契約によ

る委託を実施いたします。民間の総意と工夫

を反映した質の高いサービスの提供を目的と

しております。２年間の事業費といたしまし

て1,138万2,000円の債務負担行為の設定を行

います。どうぞよろしくお願いいたします。

○松永情報企画課長 情報企画課でございま

す。資料の18ページ、19ページをお願いいた

します。

人事管理費として1,628万円の増額補正を

お願いしております。これは汎用型ＧＩＳ構

築事業に伴いまして、当初、県単独で実施す

ることにしておりました庁内のネットワーク

を利用する庁内ＧＩＳを一部市町村からの要

請によりまして、熊本県市町村電子自治体共

同運営協議会の事業として参加を希望する市

町村の負担により広く実施することにしたも

のでございます。希望する市町村からの実施

費用を受け入れ県が協議会の代表団体として
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一括して発注を行いますので、そのための歳

入歳出及び債務負担の補正をお願いするもの

でございます。よろしく御審議のほどをお願

いいたします。

○松見市町村総室長 市町村総室でございま

す。21ページをお願いいたします。

７月専決予算でございますけれども、去る

８月26日に執行されました合志市選挙区にお

きます県議会議員補欠選挙の執行経費2,800

万円余を７月専決予算として御報告いたしま

す。御承認方よろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 それでは、続きまして条

例等関係で総務部市川財政課長。

○市川財政課長 財政課でございます。手数

料条例の一部を改正する条例案について御説

明いたします。

資料の22ページ、23ページが条例案でござ

います。24ページがその概要でございますの

で、こちらをごらんください。改正内容につ

きましては、２番にありますように３点ござ

います。

１つは温泉法の改正に伴いまして、温泉の

提供等を行うものの相続等に対して、許可で

はなくて承認という簡易な手続というのがで

きたことから、その手数料の新設というのが

１つでございます。

２つ目は建築基準法の改正に伴いまして、

白地地域において大規模集客施設を例外的に

許可する場合の申請手数料の新設、３点目は

運転免許証のＩＣカード化に伴う手数料の額

の改正でございます。

施行期日につきましては、３にありますよ

うに、それぞれ関係法令の施行期日等にあわ

せております。なお、４その他にありますよ

うに、関係する証紙条例もあわせて改正する

というふうにしております。

説明は以上でございます。よろしくお願い

します。

○松見市町村総室長 市町村総室でございま

す。25ページをお願いいたします。

第７号議案熊本県議会議員及び熊本県知事

の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例の制定についてで

ございます。説明は27ページの概要の方でさ

せていただきます。

27ページの１の条例改正の趣旨につきまし

ては、先ほどの補正予算についての説明でさ

せていただいたとおりでございます。

２の主な改正内容は、県知事選における候

補者は一定の金額の範囲内で選挙運動用ビラ

の作成費用について無料で作成することがで

きるとすること。また、その手続等について

定めるものでございます。これによりまして

来年春に予定されております熊本県知事選挙

において、候補者が作成する選挙運動用ビラ

が公費負担でできるようになります。

以上、よろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 それでは続きまして、経

営状況等の報告を総務部、楢木野私学文書課

長。

○楢木野私学文書課長 私学文書課でござい

ます。

資料28ページ、報告第３号議案公立大学法

人熊本県立大学の経営状況を説明する書類の

提出についてでございます。なお、資料32ペ

ージの報告第26号議案につきましても関連報

告でございますので、あわせて御報告いたし

ます。

まず、経営状況につきまして別冊でお手元

に配付しております公立大学法人熊本県立大

学の経営状況を説明する書類に基づいて御説

明をいたします。

まず、大学の概要でございますが、１ペー

ジをお開き願います。
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１の法人の名称等でございますが、公立大

学法人熊本県立大学は、地方独立行政法人と

して平成18年４月１日に設立されておりま

す。法人の役員及び審議機関は２に記載にさ

れているとおりでございます。法人化に当た

り理事長を置き学外からも理事や役員を迎え

ております。大学の概要といたしましては、

学部は３学部、大学院は３学部にそれぞれ研

究科を設置しております。学生数は学部、大

学院合わせて2,166人、教員数は94人となっ

ております。

２ページをお願いいたします。法人の組織

図を掲載しております。

次に、法人の決算状況でございますが、お

めくりいただいて３ページをお願いいたしま

す。

１の事業の実施状況といたしましては、教

育研究、地域貢献などの年度計画の業務実績

を３ページから８ページまで記載しておりま

す。主なものでは、５ページの⑪に記載され

、 、ておりますけれども 食に関する取り組みや

次の６ページの⑮に記載されております自治

体、企業体との包括協定による連携強化等が

ございます。また、財務諸表といたしまして

９ページに貸借対照表、10ページに損益計算

書を掲げております。10ページの損益計算書

をごらんいただきたいと思いますが、一番下

の欄ですけれども、当期総利益としては7,88

5万1,304円となっております。法人の財務諸

表につきましては、会計監査人の新日本監査

法人及び法人監事の監査を経ており、また、

地方独立法人法に基づいて設置された知事の

付属機関である評価委員会からも適当である

との意見を得た上で知事の承認を平成19年８

月23日付で受けております。

次に、今年度の事業計画についてでござい

ますが、11ページをお開き願います。

今年度の年度計画でありますもっこすプラ

ン2007に基づき、法人が重点的に実施すると

した事項について11ページから14ページまで

記載しております。また、予算といたしまし

ては、15ページに平成19年度収支予算書を掲

げております。予算規模としては、総額23億

7,000万円余で、財源といたしましては、授

業料収入のほか県が交付する運営交付金が10

億4,900万円余となっております。

次に、引き続き、報告第26号平成18年度公

立大学法人熊本県立大学業務実績評価につい

て、お手元に配付しております平成18年度公

立大学法人熊本県立大学業務実績評価書によ

り御報告をいたします。地方独立行政法人法

の規定によりまして、法人は毎年度、評価委

員会の評価を受けなければならないとされて

おり、評価委員会はその評価結果を知事に報

告し、知事にその旨を議会へ報告することと

されております。その報告でございます。評

価書の１ページをお開き願います。業務実績

の全体評価が記述されております。この中で

７行目において中期目標を達成するために定

めた年度計画を順調に実施しているものと認

められるとの評価がなされております。２ペ

ージ以降につきましては、中期目標の項目ご

とに評価がなされておりまして、点線囲いの

中には評価委員会からの意見が記述されてお

ります。

４ページ以降の業務運営、財務内容などの

各項目につきましては、丸印での評価のとこ

ろにアンダーラインで示してありますが、年

度計画をおおむね順調あるいは順調に実施し

ているとの評価が行われております。なお、

２ページから３ページの大学の教育研究等に

関する項目については、評価がなされており

ません。これは地方独立行政法人法の規定に

より、評価委員会が行う教育研究に関する評

価は、文部科学大臣の認証を受けた認証評価

機関が行う評価を踏まえることとされている

ことから、年度評価におきましても、この法

の趣旨を踏まえ教育研究に関する部分につい

ては、専門的な評価を行わないとされたもの

でございます。公立大学法人熊本県立大学に
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つきましては、法人化された後、初めて企業

会計による決算を行い、その業務運営につい

ての評価を受けたわけでございますが、順調

に経営が行われているものと考えておりま

す。

御説明並びに御報告は以上でございます。

○梅本地域政策課長 地域政策課長でござい

ます。委員会資料29ページの報告第４号フィ

ッシャリーナ天草株式会社の経営状況を説明

する書類の提出についての御説明をさせてい

ただきます。恐れいりますが、別冊の会社の

経営状況を説明する書類に基づきまして御説

明させていただきます。

１ページ目でありますけれども、フィッシ

ャリーナ天草株式会社は、天草海洋リゾート

基地建設構想に位置づけられました樋合島の

リーゾト整備の事業主体として平成９年４月

から開業をいたしております。マリーナの運

営や各種マリンスポーツ教室などの開催を主

な事業としております。資本金は３億3,500

万円であります。代表取締役社長につきまし

ては、現在、川端上天草市長が社長でござい

ます。株主の状況といたしましては２ページ

でございますけれども、下の方にありますよ

うに、熊本県所有の株式数は3,500株で全株

式の52.2％でございます。

18年度の決算に関して会社の経営状況につ

いて御説明をいたします。３ページをお開き

いただきます。本年３月末の保管隻数は昨年

３月末から10隻ふえまして87隻になっており

まして、会社が発足以来これまでも最も多い

隻数を確保いたしました。また、フィッシャ

リーナ天草株式会社は、平成13年度から引き

続きまして樋合の海水浴場の海の家の管理運

営を受託するなど、マリンスポーツあるいは

マリンレジャーの関連の取り組みをしており

ます。

４ページでございます。18年度の売り上げ

は7,041万円余になっておりまして、当期損

失は下から３行目でございますけれども、

1,223万円余の損失となっております。この

うち、減価償却費が1,294万円を占めており

ますので、会社発足以来初めてキャッシュフ

ローベースとしては70万円余の償却前の黒字

が計上されました。

５ページでございます。貸借対照表でござ

います。左の方の資産の部でございますけれ

ども、現金及び預金が9,182万円余、構築物

等の有形固定資産が8,915万円余でございま

す。負債につきましては、長期借入はござい

ません。累積赤字は１億8,181万円余となっ

ておりますが、このうち減価償却累計分が欄

外の一番下に書いておりますが、１億2,491

万円ということになっております。

続きまして、19年度の事業計画でございま

すけれども、７ページをお開きいただきたい

と思います。マリーナの経営状況は大変厳し

いものがございますけれども、経営の安定の

ために新規保管隻数の確保に会社として全力

を挙げて取り組むこととしております。

８ページに事業計画としての収支予算書を

掲げておりますけれども、下から３行目に1,

、063万円余の当期損失を見込んでおりますが

減価償却前につきましては、18年度に引き続

きまして128万円余の黒字を予想しておりま

す。県といたしましては民営化を視野に入れ

まして、他の出資者の方々と鋭意協議を重ね

ながら県の関与の縮小を図っていきたいと思

っております。また、経営改善につきまして

は、引き続き県としてプロジェクトチームに

参加して会社を支援してまいりたい考えてお

ります。

以上でございます。

○由解文化企画課長 文化企画課でございま

す。

説明資料の30ページ財団法人熊本県立劇場

の経営状況を説明する書類の提出について御

報告申し上げます。お手元の財団法人熊本県
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立劇場の経営状況を説明する書類により御報

告申し上げます。平成18年度は財団法人熊本

県立劇場が指定管理者といたしまして県立劇

場の管理運営を行った初年度でございまし

た。県は当財団と管理運営に関する協定書を

取り交わしましてコンサートホール、演劇ホ

ール、そのほか駐車場の管理運営並びに文化

事業を委託しております。

まず、１ページでございます。平成18年度

事業報告でございます。１管理運営業務また

そのうち(１)施設、付属設備、駐車場との管

理及び供用、(２)文化事業につきまして県と

の協定書に基づきまして、委託料総額４億1,

900万円余により実施しております。

次の２の使用料の収納業務につきまして

は、県立劇場の施設、付属設備等の使用料収

入が１億5,600万円余 駐車場使用料収入が9,、

100万円余、合計２億4,700万円余の収入でご

ざいました。なお、これは平成17年度に比べ

まして約4,000万円増、約20％の増となって

おります。増収の要因といたしましては、平

成18年４月から月曜休館日を廃止したことに

伴います施設利用者等の増加によるものとい

うふうに考えております。

３の施設の利用状況は４ページの別表１に

掲げております。４ページをお願いいたしま

す。表の一番下でございます。右から３列目

でございますけれども、コンサートホール、

演劇ホール 大会議室を合わせまして平均74.、

4％の利用率となっております。前年度と比

較いたしまして4.7％増というふうになって

おります。

１ページにお戻りをお願いします。

この管理運営業務のほか４の文化事業とい

、 、たしまして ここに掲げてございますように

人材育成事業、また２ページのネットワーク

事業、それから３の鑑賞事業、それから広報

事業などを実施しております。事業の詳細に

つきましては５ページから８ページに掲げて

おります。また、２ページの下の方の５のサ

ービス向上への新たな取り組みといたしまし

て、指定管理者といたしまして、経営の節減

とサービスの向上を目指しまして①から⑥に

書いてありますように、受付時間の延長、ま

、 、たファックス インターネット等による受付

またチケット購入等のクレジット利用、そう

いったものの新しいサービスを始めたところ

でございます。

次に、平成18年度の収支決算の状況につい

て説明いたします。９ページをお願いいたし

ます。

平成18年度収入支出計算書でございます。

当期の収入合計５億123万4,781円、当期の支

出合計４億9,390万2,466円となっておりま

す。収支差額の733万2,315円を次期繰越金と

いたしております。指定管理者１年目といた

しまして営業活動による収入の確保に努めま

すとともに、効果的な事業の実施や、また、

施設管理経費等の節減に努めまして適正な運

営がなされたところでございます。

続きまして、10ページ、正味財産増減計算

書、また11ページに貸借対照表、12ページに

財産目録を掲げております。

次に、平成19年度の事業計画及び予算につ

いて御説明申し上げます。13ページをお願い

いたします。

平成19年度事業計画でございますけれど

も、県立劇場の指定管理者の２年目といたし

まして基本的には平成18年度と同様、人材育

成事業、ネットワーク事業、鑑賞事業等を実

施いたします。なお、15ページに25周年記念

事業と掲げてございますけれども、県立劇場

が開館いたしまして25周年に当たるというこ

とで25周年記念事業を19年度に実施すること

にしております。

最後に19ページの平成19年度収入支出予算

書でございます。収入支出とも合計４億9,01

9万1,315円で、平成18年度予算に対しまして

約0.5％の減となっております。

以上、財団法人熊本県立劇場の経営状況に
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ついて御報告いたします。よろしく御審議を

お願いいたします。

○小林交通対策総室長 交通対策総室でござ

います。天草エアライン株式会社の経営状況

について御説明いたします。説明資料の31ペ

ージ、報告第６号でございますが、内容につ

きましては、お手元の別冊天草エアライン株

式会社の経営状況を説明する書類によりまし

て御説明申し上げます。こちらのまず１ペー

ジをお願いいたします。

まず、事業報告でございますが、平成18年

度の利用者総数は７月に実施しました重整備

でありますとか、９月から11月にかけて実施

しました乗員訓練による運休便の大幅な増加

によりまして、８万4,315人と前年度に比べ

て1,279人減少したところでございますが、

運賃改定等によりまして旅客収入は過去最高

となっております。しかしながら昨今の燃料

費の高騰等によりまして、今後とも経営状況

は厳しい状況でございまして、平成19年３月

に経営計画を策定し、経営改善に向けて取り

組みを強化しておるところでございます。

、 。続きまして ２ページをお願いいたします

２ページ、３ページにつきましては、株式の

状況、取締役及び監査役の氏名等を記載して

おりますが、本年６月１日の株主総会におき

まして代表取締役社長が東坂力氏から、航空

の専門家でありまして、スカイネットアジア

航空の熊本営業支店長を経験されました尾形

禎康氏に交代し民間事業者としての経営戦略

を立てて取り組んでいただいているところで

ございます。

次に、４ページをお願いいたします。

収支決算書でございますが、平成18年度の

。売上高は８億4,000万円余となっております

このうち旅客収入は７億5,600万円余となっ

、 、ておりまして 先ほど御報告しましたとおり

過去最高となっております。一方、営業費用

のうち、売上原価は８億6,100万円余、販売

費及び一般管理費につきましては、9,800万

円余となっておりまして、営業損失は１億2,

000万円余と、税引き後の当期損失としては

１億1,460万円余となっておるところでござ

います。

次に、５ページをお願いいたします。

貸借対照表でございますが、資産の部とし

まして、流動資産として主として貯蔵品、現

金・預金等でございますが、２億5,257万円

余ということでございます。次に、固定資産

につきましては、航空機、建物等で１億975

万円余となっております。また、繰延資産と

しましては15年度の重整備費用や松山線開設

に伴う経費開発費としまして合計１億1,320

万円余を計上してございます。負債の部でご

ざいますが、流動負債のうち未払金１億3,70

0万円余につきましては、日本航空に対する

地上業務委託費や整備費用等の未払分でござ

います。合計しまして資産の部合計、負債、

純資産の合計は、それぞれ３億7,553万円余

となってございます。

次に、６ページでございますが、財産目録

を記載しております。

続きまして、平成19年度の事業計画につい

て御説明いたします。７ページをお願いいた

します。平成19年度も引き続き安全運航と定

時性の確保と運航体制の強化に努めることと

しております。また、燃料費の高騰の影響等

で厳しい経営状況となることが予想されてお

りますので、経営改革に基づきました施策を

着実に実行して、増収、利用促進に努めるこ

ととしております。このうち福岡線、松山線

ともに広告宣伝を重点的に行うとともに、観

光客をターゲットとした企画商品の造成等に

取り組むなど、利用促進に努めてまいりたい

と考えております。事業内容には記載してお

りませんが、新経営陣による新たな取り組み

といたしまして10月１日から天草地域在住者

を対象とした新たな割引運賃、天草住民割引

を導入し、既に天草島民の方600名余がこの
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制度に対する登録をしていただいたという状

況でございます。

続きまして、11月15日からは阿蘇くまもと

空港経由の東京・関西方面の乗り継ぎが便利

となるように新たに現在の便数に加えまして

１便増便をいたします。これによって朝と夕

方の２便体制ということになりまして、さら

なる利用客増を図ってまいりたいと考えてお

るところでございます。

、 。続きまして ８ページをお願いいたします

平成19年度の収支予算書についてでございま

すが、売上高は９億1,100万円と昨年度より

も増加しておりますけれども、営業損失は3,

100万円を見込んでおります。本年度から会

社の経営基盤強化のために、会社が行う重整

備等に対しまして、地元市と協調して6,300

万円の補助をすることとしておりますが、こ

の結果、当期利益では10万円の利益を見込ん

。 、でおるところでございます 県としましても

今後とも会社が経営計画に沿ってしっかりと

経営改善を進め利益を出していけるように支

援してまいりたいと考えております。

以上でございます。よろしく御審議をお願

いいたします。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

以上で執行部の説明が終了いたしましたの

で、ただいまから、いろいろと議案説明等に

ついての質疑を受けたいと思います。非常に

資料等も多うございますので、何ページのど

の部分とか、そういう形での質疑をいただけ

れば、なお、ありがたいと、このように存じ

ております。何か質疑はございませんか。

○鎌田聡委員 24ページですね、手数料条例

の一部を改正する条例ということですが、済

みません、私はちょっといろんな情報を把握

しておりませんで、ＩＣカード化運転免許証

というのはいつから導入されるんでしょう

か、それとまた、その手数料の額が幾らから

幾らになるのか教えてください。

○市川財政課長 ２点、御質問いただきまし

た。

導入につきましては、施行期日のところに

書いてございますが、２の(３)のところでご

ざいます。平成20年１月４日からの導入予定

というふうになっております。

額の方につきましては、22ページに本文の

方がございますけれども、このＩＣカード関

係につきましては、附則というのが下の方に

ございますけれども、その上から３行目のと

ころの同項第404号ア中というのがございま

すけれども、最初に取ったときの手数料につ

きまして1,650円からＩＣカード化に伴いま

して台紙が今までのよりも少し高くなるもん

、 。 、ですから その関係で2,100円に それから

3,200円から3,650円に改定しておりますけれ

ども、これは再交付の関係でございます。そ

の次の2,100円から2,550円に改定しておりま

すのは更新手数料というふうになっておりま

す。

以上でございます。

○鎌田聡委員 それはどこに書いてあるとで

すか、2,000幾らて。

○中原隆博委員長 22ページ。

○鎌田聡委員 中段ですね、

○中原隆博委員長 22ページの中段ですね、

ちょっと見てください、鎌田委員。

○鎌田聡委員 1,650円が2,100円、済みませ

ん、このＩＣカード化というのが来年の１月

からになるということですよね。

○市川財政課長 これは１月４日からＩＣカ
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ード、１月４日以降に取得する方とか、更新

される方、その方からＩＣカードの免許証と

いうことでございます。

○鎌田聡委員 済みません、不勉強で。どの

、 。ように変わるのですか ＩＣカードになれば

○市川財政課長 物理的な面から申します

と、免許証の四角のところに、真ん中辺に１

センチ四方くらいのＩＣチップが埋め込まれ

ます。その中に内容面で申しますと、例えば

本籍の情報とか、今記載されておりますけれ

ども、本籍、御本人がどこの御出身なのかと

いうのは非常に機微情報ということもござい

ますので、そういった本籍についても記載面

から見れないようにして、そのＩＣチップの

方に情報を落とすということ、それから、も

ろもろの免許の更新関係、変更関係、そうい

ったものもＩＣカードの方に蓄積していくと

いう予定になっております。

以上でございます。

○鎌田聡委員 これは要は手数料等の負担増

になるんですけれども、その辺ちょっと私は

知らなかったですけれども、県民の皆さんは

御存じなんでしょうか、周知とか、どうなっ

てますか。

○市川財政課長 ちょっと私どもの周知が足

りなかった面はあるかとは思いますけれど

も、このＩＣカード化の導入に伴いまして、

実は当初予算でもその関係予算計上をさせて

いただいております。当初予算の発表項目の

中にも、これは県民の皆さんにも関係する話

ですので、県警本部関係の予算の中では特に

抜き出して書いておったところでございま

す。また、県警の方でも今後この周知、啓発

を行っていくというふうに考えております。

以上でございます。

○鎌田聡委員 上げ幅的にはちょっと500～6

00円上がっていくということですので、その

辺の周知をぜひよろしくお願いしておきたい

と思います。

もう１点、16ページです。男女共同参画・

パートナーシップ推進課の関係でＮＰＯ活動

支援業務ということで債務負担行為が設定さ

れておりまして、提案公募型の委託事業をや

っていくということですけれども、これは新

規でやられる事業なんでしょうか。

○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 お答えいたします。現在、県民交流館

パレアの９階のパレアルームという一般の方

々に無料でお使いいただいているスペースが

ございまして、そこを本年度はＮＰＯ法人に

単年度の業務委託という形でＮＰＯ支援業務

をやっていただいております。実はこれを来

年度以降２年間にわたり新たな形で民間の方

々の創意工夫を御提案いただいて、そのいた

だいた中から企画を審査させていただいて委

託先を選ぶということにしておりまして、複

数年契約を実施いたしますのは初めてでござ

います。

○鎌田聡委員 パレアルームで何かやっても

らうということなんですか。

○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 はい、そういうことです。

○鎌田聡委員 ちなみに今どういうことをパ

レアルームでやられているのですか。

○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 ＮＰＯ法人を新しく設立したい、ある

いは設立をされた後の業務内容についての御

相談、あるいはネットワークづくり等のおお

まかに申しますと相談業務がメーンでござい

ますけれども、他のＮＰＯ法人の方々の情報
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を一括集積しておりますので、そういったも

のを活用しながらの支援活動を実施いたして

おります。

○鎌田聡委員 わかりました。いいです。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か。

今、鎌田委員の方から先ほど御質問があり

ましたように、ＩＣカードですね、これはＩ

ＣとかＩＴとかに非常に詳しい鎌田委員御本

人が非常にわかりにくいというようなお話で

もございましたので、一般県民の方、特に運

転免許証を持っておられる方、こういうのが

こういう形であるのかという形で、その辺の

事情をまだお気づきでない方がほとんとであ

ろうと、このように思います。もちろん文教

治安委員会あたりでその辺の論議というのは

あるかと思いますけれども、広く皆さんの方

に広報をお願い申し上げたいと思います。

ほかにございませんか。

○西岡勝成委員 前年度も前の荒木詔之先生

からの指摘もあっておりましたけれども、フ

ィッシャリーナ天草の経営状況がなかなか努

力はされておりますけれども、改善のめどが

立たないという現状だと思うのですけれど

も、こういう施設を売り払うというようなこ

とはできないのですか、そういう民間からの

要望とか、そういうのはないですか。

○梅本地域政策課長 フィッシャリーナ天草

でございますけれども、民営化、県の出資団

体の見直しの検討の中でも民営化を目指すと

いうことで方向性を出しておりますけれど

も、具体的に民営化をどういうふうにして進

めるかといった場合には、今、委員御指摘の

ような会社自体の営業譲渡ということもあり

得ると思っております、一般論としてでござ

。 、いますけれども あるいは他の会社との合併

こういったことも一般論としてはあり得ると

思っております。ただ、現実問題として第三

セクターで県の関与をしながら、これまで樋

合地域の振興を図ってくるということの中で

上天草市やほかの出資者と共同して経営に当

たっておりますので、他の出資者とよく相談

しなくてはいけないということが１つ前提と

してあるかと思っております。また、現実問

題としては、県の関与の縮小の仕方としては

県の持ち株といいますか、株の持ち分がござ

いますけれども、これを徐々に民間の方に譲

渡していく、あるいは売却していく、こうい

ったことも視野に入れながら民営化の協議を

他の出資者としていかなければいけないと考

えております。

○西岡勝成委員 要するに仮に営業されて目

的が果たされれば、その地域の振興に余り変

わりない、だれが経営されても関係がないと

思うのですけれども、そういうアプローチを

しながら県の負担を減していくという方法も

時代的には積極的に考えていくべき時期だと

思いますので、それぞれの関係の人と連携を

深めながら、ぜひ、そういう方向性を積極的

に探していただければと思います。

以上です。

○中原隆博委員長 今、西岡委員から御指摘

がございましたように、会社でいえば社長が

陣頭指揮をとるというのが普通であろうかと

思うのですが、代表取締役社長、それから地

域振興部長もこれは副社長で非常勤という形

でなさっておられますので、やはりこの組織

体制の見直し等も含めて今後検討の余地があ

るんじゃないかと、このように私も個人的に

は思っております。どうぞその点を踏まえな

がら、これから合理的といいますか、そうい

うようなシフトをしいていただくようにお願

いを申し上げたいと思います。

ほかに、――なければ、これまでの議案等
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に対する質疑を終了いたします。

ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第２号、第４号から第７号まで

及び第52号について一括して採決したいと思

いますが、御異議ありませんか。

(｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認め、一括し

て採決いたします。

議案第１号外６件については、原案のとお

り可決または承認することに御異議ありませ

んか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認めます。よ

って、議案第１号外６件は原案のとおり可決

または承認することに決定いたしました。

次に、本委員会に付託されました請願を議

題とし、これについて審査を行いたいと思い

ます。

それでは、請第８号について執行部から状

況の説明をお願いいたします。

○楢木野私学文書課長 私学文書課でござい

ます。

請第８号私学助成に関する意見書の提出を

求める請願について御説明いたします。この

請願につきましては、熊本県私立中学高等学

校協会及び熊本県私立中学高等学校振興協議

会からの請願でございますが、前者につきま

しては、学校の校長先生たちの会、後者につ

、 。いては ＰＴＡを中心とする会でございます

請願の趣旨につきましては、私立高等学校な

どに対する私学助成の一層の充実が図られる

よう政府及び国会に意見書を提出していただ

きたいというものでございます。本県の私学

、 、助成につきましては 国において交付税措置

国庫補助といった財源措置がなされており、

本年度予算では私学全体で約86億円、うち中

学、高等学校関係で57億円余を措置している

ところでございます。ちなみに高校では生徒

１人当たり約30万円の経常費助成を行ってお

ります。なお、公立私立間の授業料格差につ

いては、本年度で2.24倍ほどでございます。

説明は以上でございます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

ただいまの説明について何か質疑はありま

せんか。

○西岡勝成委員 授業料の格差というのは縮

まっていきつつあるんですか。

○楢木野私学文書課長 過去ここ12～13年を

見ていますと縮まったり開いたりしています

が、ここ３～４年ほどは2.32倍から2.28倍、

2.26倍、2.24倍とだんだん格差は縮小する傾

向にございます。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か。ほかに質疑はございませんか。

○吉田忠道委員 この請願は他の県では既に

出ておるとか、ありますか、その例はどのく

らいありますか。

○楢木野私学文書課長 他県の状況までちょ

っと把握はしておりませんけれども、私学団

体の上部からは請願するようにという話が多

分来ていると思いますので、ほかの県でもや

っているのではないかと推測はしておりま

す。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か。

○吉田忠道委員 はい。

○中原隆博委員長 ほかに質疑はありません

か、――なければ、これで質疑を終了いたし

ます。
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次に、採決に入ります。ただいまの請第８

号についていかがいたしましょうか。

（｢採択」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 今、採択という声が出て

。 、おります 採択という意見でございますので

採択についてお諮りをいたしたいと思いま

す。請第８号を採択することに御異議ありま

せんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認めます。よ

って、請第８号は採択とすることに決定いた

しました。

次に参ります。ただいま採択と決定いたし

ましたこの請第８号は、国に対して、意見書

を提出してもらいたいという請願でありま

す。そこで意見書案について事務局から配付

させます。

（意見書案配付)

○中原隆博委員長 では、私学助成制度の堅

持及び充実強化に関する意見書という形のこ

の案、ちょっとお目通しをいただきたいと思

います。

目を通していただきましたでしょうか、そ

れでは、この意見書はこの案のとおりでよろ

しいでしょうか。

(｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認めます。こ

の意見書を委員会として本会議に提出いたし

たいと思います。

それでは続きまして、継続審査となってお

ります請願の審査を行いたいと思います。

まず、請第３号について執行部から状況の

説明をお願いいたします。

○由解文化企画課長 文化企画課でございま

す。

請第３号継続案件でございます。県立劇場

にパイプオルガンの設置促進に関する請願で

ございます。特に状況の変化はあっておりま

せんけれども、今年度に入りまして他県の先

進事例等を実地調査いたしました。そういう

他県の例を見ますと、やっぱりパイプオルガ

ン設置後の維持管理費、また利用の頻度と、

また利用方法等に苦慮しておるようでござい

ます。現時点では早期に実現というのは非常

に厳しいものがございますけれども、引き続

き何らかの工夫方策がないか、研究してまい

りたいというように思っております。

以上でございます。よろしく御審議をお願

いいたします。

○中原隆博委員長 ただいまの説明について

何か質疑はございませんか、――なければ採

決に入ります。

請第３号についていかがいたしましょう

か。

（｢継続」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 今、継続という意見があ

りますので、継続についてお諮りいたしたい

と思います。

請第３号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認めます。よ

って、請第３号は継続審査とすることに決定

いたしました。

次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。

議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。

(｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 それでは、そのように取

り計らいたいと思います。

次に、その他に入りたいと思います。

執行部から報告の申し出が12件ほどあって

おります。

まず、執行部の報告を求めた後、一括して

質疑を受けたいと思います。

それでは、関係課長から順次報告をお願い
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いたしたいと思います。

まず、総合政策局から内田企画課長。

○内田企画課長 企画課でございます。よろ

しくお願いいたします。

委員会報告資料全国知事会議における第二

期地方分権改革への提言及び議論の報告をも

とに御説明させていただきます。

去る７月12日と13日に本県で開催されまし

た全国知事会議における議論の中から、地方

分権改革に関する事柄について御報告申し上

げます。今回の知事会議における地方分権に

関する議論の成果といたしまして、税源移譲

の実施、国の関与等の廃止・縮小等を盛り込

んだ第２期地方分権改革への提言が決議され

ております。当日の議論及び提言のポイント

でございますが、税源移譲につきましては、

三位一体の改革が大幅な交付税削減を伴った

ことなどから、慎重論も多く見られましたけ

れども、地方分権を象徴する税源移譲の旗を

おろさないということで基本合意を見ており

ます。

税源偏在の是正については、地方と大都市

部で議論がありましたが、まずは地方税財源

の充実強化、地方交付税の総額確保を求め、

その上で偏在是正策について継続的に検討し

ていくということにされました。

また、ふるさと納税についても議論があり

ましたが、この問題については、現在、国に

おいて寄附額の税額控除という方向で検討が

行われております。一枚おめくりいただきた

いと思います。これが７月の全国知事会で決

議された提言の概要でございます。

まず、１の分権改革の理念と方向性につい

ては、国の再生のためには地方分権型社会へ

、 、の転換が必要と論じ さきの三位一体改革は

地方の裁量を高める真の分権改革には道半ば

だという認識を示しております。以下、具体

的な提言を行っておりますが、２の税財政の

あり方では国税と地方税の税源配分の問題、

税源移譲に当たっての地域間の調整の問題、

そして地方交付税の総額確保と地方共有税の

導入を述べております。

次ページをお願いします。

３の事務事業のあり方では、地方にできる

ことは地方が担うという大原則のもとで権限

移譲と国の関与・義務づけ等の廃止・縮小を

行うよう提言しております。

４の行政組織のあり方では、二重行政の解

消、国・地方を通じた簡素・効率化を目的に

国庫補助負担金件数の削減、直括事業負担金

の廃止、地方支分部局の整理を提言し、結び

として、５のこれからの国・地方のあり方に

おいて、地方行財政会議の設置や国の政策決

定過程の透明化を述べております。

以上が第２期地方分権改革に対する全国知

事会の提言の概要でございます。

以上でございます。

○小嶋行政経営課長 行政経営課でございま

す。

報告の２、平成20年度に向けた行財政の改

革の取り組みについて、御報告を申し上げま

す。それでは、報告資料の１ページをお願い

いたします。

まず、内容の説明に入ります前に、この取

り組み方針の趣旨につきまして、若干、御説

明申し上げます。現在の行財政改革推進の大

綱につきましては、平成17年の２月に策定い

たしました熊本県の行財政改革基本方針でご

ざいますが、具体的な取り組み事項につきま

しては、毎年度実施計画を策定いたしまして

行財政改革を推進しているところでございま

す。これまでの推進状況に関しましては、県

議会の方にも毎年度２月県議会で翌年度の実

施計画の詳細を御報告申し上げまして、６月

の県議会におきまして前年度の取り組み実績

の報告をいたしてございます。この９月県議

会におきまして、翌年度の実績計画策定に向

けた基本的考え方を取り組み方針として御説
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明申し上げてきたところでございます。それ

では取り組み方針の内容につきまして御説明

申し上げます。

まず、１ページの前文のところでございま

すが、これまで本県で行財政改革を不断の行

政課題として位置づけまして、全庁挙げて取

り組んできた経緯を記載しているところでご

。 、 、ざいます とりわけ 中ほどでございますが

国の三位一体改革が地方交付税の大幅な削減

をもたらし、回復の兆しが見られました本県

の財政状況が以前にもまして厳しくなった経

緯を記載しているところでございます。中段

以降ではこうした現実を踏まえまして、県で

は平成17年に行財政改革基本方針を策定いた

しておりまして、21年度までの５年間を計画

期間に毎年度実施計画を策定いたしまして行

財政改革に取り組んでいる状況と、注視すべ

き来年度に向けた国の動きといたしまして、

地方分権改革推進法の施行、地方公共団体財

政健全化法の公布など、地方分権や財政健全

化に向けた動きが加速している状況を述べて

おります。そうしたもろもろの状況を踏まえ

まして、来年度に向けた取り組みを進めてい

くという基本的な考え方を記載しているとこ

ろでございます。

次に、その下の１の行財政運営への課題で

ございますが、来年度の実施計画をこれから

固めていくに当たりまして、踏まえておくべ

き課題といたしまして、まず、(1)の国の財

政構造改革の動向といたしまして、先ほど申

し上げました１つ目の丸の地方分権改革推進

法の動き、２つ目の丸には２ページでござい

ますが、本年６月22日に施行されました地方

公共団体の財政健全化法の公布、そして最後

、 、の３つ目の丸につきましては 基本方針2007

それぞれ記載しているところでございます。

、 、次に ２ページの下段の方でございますが

(２)本県の基本方針等に掲げる目標達成に向

けた課題といたしまして、３つほど上げてご

ざいます。①スリムで効率的な行政体制の構

築を目指しまして、引き続き定数削減に取り

組んでいくと、②が財源不足に対応いたしま

した財政運営体制の確立ということで、20年

度以降見込まれます財源不足に対応した歳入

歳出一体化した抜本的な事業見直しを実施し

ていくということを書いております。

それから、３ページになりますが、③でご

ざいます。県の行財政の構造改革ということ

で民間活力の活用、あるいは事業の重点化等

に取り組んでおるわけでございますが、そう

した取り組みの推進を掲げているところでご

ざいます。こうした諸課題は今後の取り組み

のポイントともなるところでございます。

次に、３ページ中段の２の平成20年度にお

ける行財政改革の方向性でございますが、こ

の２以降が今回の取り組み方針の中心となっ

てございますけれども、前段で行政改革推進

に当たって、基本方針に基づきまして、さま

ざまな取り組みを進めてきた経緯と、次の段

落で国の構造改革の影響をもろに受けまし

て、そうした行財政改革の効果が吸収されま

して、結果的に本県の財政の現状がさらに厳

しい状況になっていることを踏まえまして、

来年度は行財政改革に向けた取り組みを一層

強化するという方針を掲げているところでご

ざいます。こうした基本的な考え方を、来年

度に向けまして、今後、策定することとなり

ます予算、組織の編制方針等に具体的に反映

しながら、来年２月の平成20年度行財政改革

実施計画策定を目標にこれから取り組みを進

めていくことにしてございます。以下、３ペ

ージの下段から５ページにかけましての記載

は、行政改革、財政改革、意識改革の３つの

切り口から現時点で検討しております具体的

な取り組みの考え方、想定される主な取り組

み等を整理しておりますが、いずれもこれか

ら具体化していくことになります。県といた

しましては19年度の取り組みに加えまして、

この取り組み方針に基づきまして、来年度は

さらに積極的な行財政改革の推進を図ってい
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くこととしているところでございます。

次に、報告の３でございます。指定管理者

制度導入施設に係る平成18年度の管理運営状

況につきまして御報告申し上げます。資料の

方よろしゅうございますでしょうか。１ペー

ジをお願いいたします。

本県では、平成15年の地方自治法改正で導

入されました指定管理者制度を導入いたしま

した施設の管理運営状況に関しまして、協定

書、仕様書等に基づきまして、適正に実行さ

れているかどうかを評価するための指針を平

成19年３月に策定しているところでございま

す。この指針に基づきまして、平成18年度の

管理運営状況の評価を実施いたしましたの

で、その結果を御報告申し上げます。

１の管理運営状況の評価のところの欄に記

載しておりますが、協定書に基づく各種報告

書、利用者へのアンケート調査等を実施いた

しましたが、この調査の中から，例えば、案

内表示等の充実を求めるような利用面にかか

りますところの意見等は見受けられたところ

でございますけれども、施設管理上あるいは

制度上の大きな課題等はなく、全体的におお

むね適正な管理運営がなされていることが確

認されたところでございます。表の中に詳し

く記載しておりますが、それぞれ施設により

ましてはさまざまな工夫がなされておりまし

て、入場者数が過去最高になったとか、それ

ぞれ利用者のためのさまざまな工夫がなされ

ているところでございます。これらの詳細に

つきましては、裏面に、２ページに記載の施

設ごとに設けておりますホームページ上に詳

しい結果を掲載公表することとしているとこ

ろでございます。県といたしましては、今後

も公の施設の目的が十分果たされますよう、

このモニタリング式に基づきます点検・評価

を実施いたしまして、適正な管理運営体制の

維持向上に努めてまいることとしているとこ

ろでございます。

次に、報告の４でございます。県出資団体

等に対する県の関与の見直し状況の報告でご

ざいます。１ページをお願いいたします。

１ページの１のところに見直しの経緯につ

いて記載しておりますが、これにつきまして

は、要点のみ御説明申し上げます。平成16年

度に見直しに当たっての基本的な考え方を示

しました指針を17年３月に策定しておりま

す。背景のところに書いてございますが、こ

の指針につきましては、平成15年度の県議会

の財政対策特別委員会からの提言を踏まえて

策定しているところでございます。平成17年

度におきまして、財政対策特別委員会の中に

小委員会が設けられまして審議を経られまし

て18年３月に報告書が取りまとめられたとこ

ろでございます。県といたしましては、この

指針と報告書記載の内容を踏まえまして、対

象となりました43団体に県の関与の見直し実

行計画の策定をいたしたところでございま

す。一番下段の方にこの実行計画で掲げまし

た３つの目標を掲げております。

２ページをお願いいたします。

２ページが18年度までの見直し状況でござ

いますが、２の①、一番上でございますけれ

ども、実行計画に掲げられました目標のまず

第１でございますが、統廃合による団体数の

削減として実行計画の中では５団体削減とい

うことで５年計画でございますので、21年度

まで掲げてございますが、実績といたしまし

ては、18年度までに既に５団体の削減に至っ

ております。また、箱の下の米印のところに

書いてございますが、熊本県社会福祉事業団

につきましても21年度末に民営化予定という

ことで今取り組みを進めているところでござ

います。②の県職員の派遣数の削減でござい

ますが、これにつきましても21年度までに当

時84人でございました派遣数を53人削減する

ということで目標を掲げてございますけれど

も、18年度までに51人の削減が完了している

ところでございます。

それから、３ページの③右上でございます
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が、県費支出の削減のところでございます。

これにつきましても実行計画では５年間で累

計87億円の削減ということでございました

が、実績の中では平成18年度単年度では21億

円の削減となってございまして、３年間累計

で約47億円を削減しているところでございま

す。また、下段の④でございますが、団体代

表者等への県職員就任見直しにつきまして

も、14団体で見直しが行われておりまして、

それぞれ民間または職位等につきまして見直

しを進めておりまして、団体の自立に向けた

取り組みに資することとしているところでご

ざいます。

４ページ、５ページをお願いいたします。

４ページ、５ページにつきましては、個別

団体ごとの見直し状況を整理しております

が、見直しのベースとなりました平成16年度

を基準に県職員の派遣数、県費支出額がどの

ように推移しているかを一覧表にしてござい

ます。なお、先ほども所管課から報告があっ

てございましたが、県の出資割合が50％以上

の団体につきまして９月県議会で経営状況の

報告を行っておりますし、また、この実行計

画策定団体にありましては見直し状況を所管

常任委員会に各部局から報告することとして

ございますので、個別団体ごとの説明は割愛

させていただきます。

以上で報告を終わります。

○梅本地域政策課長 報告第５号の資料、横

長の資料でございますけれども、県関与見直

し実行計画に基づく県出資団体等の見直し状

況、地域振興部所管の説明をさせていただき

ます。

全体といたしましては、右の表の一番最下

段に書いておりますけれども、県職員の派遣

状況の見直しにつきましては、17年度以降、

県職員派遣の７名の削減、また、県費支出の

。４億8,400万円余の削減を実施しております

なお、18年度と比較いたしまして県費支出が

天草エアラインのところで4,200万円増加し

ておりますけれども、これは天草エアライン

の安全運転に必要なプロペラ交換等の機体整

備などに対します支援でございます。また、

天草エアラインへの残り7,900万円につきま

しては、県防災消防ヘリの運航業務委託経費

でございます。個別団体ごとの状況につきま

しては、５団体ございますけれども、フイッ

シャリーナ天草につきましては、先ほどの委

員長及び西岡委員の御意見等も踏まえまし

て、他の出資者とも協議を重ねながら鋭意民

営化を視野に入れつつ県の関与を縮小してい

きたいと考えております。

、 、また 熊本県立劇場でございますけれども

県の関与を縮小して存続していくという方向

性を計画には書いております。18年度からの

職員派遣、県費支出については行っておりま

せん。今後、平成20年度までの指定管理期間

の間に効率性と文化振興が並立する事業手

、 。法 運営体制の構築に取り組んでまいります

３番目の天草エアライン株式会社でござい

ますけれども、天草地域の振興に大きな役割

を果たしていることから、第三セクターとし

。 、ての会社の存続は必要でございます ただし

今年３月に策定いたしました経営計画の着実

な実行による経営安定を視野に将来的には県

の関与を小さくしていくということで、民間

による経営を視野に入れていきたいと考えて

おります。

４番目の肥薩おれんじ鉄道につきまして

は、この地域にとって通勤通学の生活路線と

して大変重要な役割を果たしておりますか

ら、県の関与としては引き続き継続して存続

していく方向・方針を書いております。経営

的には赤字が続く状況でございますけれど

も、熊本、鹿児島両県それぞれの協議会によ

る利用促進の取り組みを進めるとともに、昨

年８月に会社及び両県が中心となって設置し

ました経営検討委員会による会社取締役会へ

の経営改善計画の素案の報告など、引き続き



- 20 -

会社が安定した経営ができるような取り組み

を進めてまいります。なお、県費支出につき

ましては、平成16年度でＪＲ九州からの鉄道

資産の購入等の初期投資が完了しております

ことから、17年度以降は補助を行っておりま

せん。

最後に、肥薩本線の高速鉄道保有株式会社

でございますけれども、県の関与を縮小し、

投下資金の回収が完了いたします平成41年度

までは存続していきたいと考えております。

以上でございます。

○市川財政課長 財政課でございます。

資料番号６の平成18年度熊本県普通会計決

算の概要を御説明させていただきます。

資料の１枚目でございますけれども、１の

歳入歳出の決算規模でございますけれども、

６年ぶりのプラスでございますが、規模とし

ましては平成２年から３年並みの水準という

ふうになっております。次に、下の方で財政

資料をまとめておりますが、表の中にござい

ますまず１番目の財政力指標につきまして

、 、は 財政力の強さを示すものでございまして

若干増加しておるところでございます。２番

目の経常収支比率は財政の弾力性を示します

が、これも若干改善しております。次の実質

公債比率につきましては、起債関係の指標で

、 、ございますが これが18％以上になりますと

起債する場合に国の許可が必要となるところ

でございますが、本県は13.4％となっており

ます。後に関係資料をあわせてつけておりま

すので、後ほどごらんいただければと思いま

す。

次に、資料番号７、三位一体の改革等の影

響について御説明をさせていただきたいと思

います。１ページをごらんください。

三位一体の改革等の影響をまとめておりま

す。上の方に丸３つございますけれども、１

つ目の丸にありますように、税収が少なく財

政力が弱い自治体ほど税源移譲に伴う税収増

。 、が少ないという結果になっております また

２つ目の丸にございますが、税収の増加が少

ない団体ほど、地方税それから地方交付税を

合わせた一般財源が大きく減少しているとい

った影響が出ておるところでございます。

では、２ページの方にその三位一体改革の

各都道府県への影響をまとめております。先

ほど１ページで御説明しました２点がはっき

り読みとれるような資料となっております。

数字が各県５つ並んでおりますけれども、左

３つが国庫補助金、これの改革に伴いまして

一般財源化によります税源移譲の影響、右２

つが三位一体改革による交付税削減をどれだ

けその期間の税収の伸びでカバーできたの

か、そういった見方ができるかと思っており

ます。税源移譲につきましては、数字が２つ

ありますけれども、左から２列目は経過措置

による税源移譲額、３列目が最終的に平準化

した税源移譲額でございます。これを見てい

ただきますと、例えば首都圏の埼玉、千葉、

東京、神奈川あたりを左から見ていただきま

すと、国庫補助金が減った額に対しまして税

源移譲の額がふえておるような、そういった

結果が見てとれるところでございます。交付

税の削減につきましても、削減はされており

ますけれども、それに対して地方税の伸びと

いうのが上回っておりまして、首都圏、それ

から近畿圏も同様でございますけれども、近

畿圏の一部も同様でございますけれども、三

位一体改革の影響はほとんどないか、逆にこ

の期間中、収入がふえておるといった状況に

なっております。一方で我が県を含めた地方

部の県では各県数百億円規模で収入が減って

おるところでございます。これはまた例えば

東北地方とかを見ていただきますと、交付税

数百億円減っておる中で、税収は数十億円し

か伸びておらないといった県も出ておるよう

な状況でございます。本県で申しますと、そ

れぞれの項目で期間の取り方が若干異なりま

すけれども、これらをプラスマイナスします
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と、三位一体改革により400億円規模でこの

期間中減収になっておるといった状況になっ

ております。

次に、３ページをお願いいたします。

３ページでは、ちょうど18年度決算が終わ

ったところでございますので、三位一体改革

が本県財政に与えた影響を決算ベースでまと

めさせていただいております。表が３つござ

いますけれども、一番上の表は通常の決算の

数字でございます。上から歳入歳出その他差

し引きでございます形式収支、その形式収支

から翌年度に繰り越した事業に充てる繰越財

源を差し引いた実質収支というふうになって

おります。この４番目の実質収支が、いわゆ

る地方自治体の黒字とよく言われておるとこ

ろでございます。この表の数字では毎年ほぼ

同じくらいの黒字額が出ておるような形にな

っておりまして、ほとんど三位一体改革の影

響が出ていないように見えます。ただ、なぜ

この影響が出ないように見えるかと申します

と、実は真ん中の表にあります財源対策とい

うのを行っておりまして、これにより三位一

体改革によりまして出ました穴を埋めてきた

ために影響が出ないように見えておるような

形になっております。財源対策の中身につき

ましては、この項目のところにも書いてござ

いますけれども、大きく分ければ２つだけで

ございます。過去に積み立てた貯金を使うの

と借金をするということだけでございます。

真ん中の表の一番下に財源対策の合計が出て

おりますけれども、三位一体改革が本格化す

る前の15年度は財源対策もやっておりますけ

れども、結果としては基金を逆に積み立てる

ことができました。三位一体改革が本格化し

た16年度からは財源対策の規模が100億円規

模、17、18は200億円規模、19は400億円弱、

財源対策を行わなければならないというふう

に見込んでおります。

最後の３番目の表につきましては、今、御

説明いたしまたその財源対策をやらなかった

場合に本当の収支はどうなっておったんだろ

うかというのをまとめております。15年度は

財源対策をやらなくても黒字決算となってお

りますけれども、三位一体改革が本格化した

16年度からは財源対策をやらなければ赤字決

算となっておりました。その話につきまして

は、19年度決算見込みでは328億円にまで増

加しておるところでございます。要因としま

しては、増減の主な原因欄に書いてございま

すように、三位一体改革に伴う交付税の減、

これが大きな理由でございます。こういった

状況につきまして３ページ上の四角囲みにま

とめておりますけれども、三位一体改革によ

る減収を今の表の真ん中の財源対策により何

とかしのいできたというのがここ数年の本県

財政の姿でございます。また、真ん中の表の

左側にその財源対策の中身を細かくまとめて

おりますけれども、矢印がございまして、矢

印でこの財源対策の今後の見込みをまとめて

おります。この財源対策のうちＢとＤにつき

、 。ましては 今後縮小する見込みでございます

Ｃにつきましては、借金、起債でございます

けれども、起債については当然あると、充当

先という一定の枠があるので、財政状況は厳

しいからといってむやみにやっているもので

はございません。一定の枠があるのでなかな

かふやせません。そういった結果になります

と、Ａに頼らざるを得なくなるというのが今

の状況でございます。しかし、Ａの財政調整

４基金の活用というのは当然貯金の取り崩し

でございますので、使ってしまえばなくなる

ものでございます。恒久的に行える財源対策

というものではございません。結果、その後

は財源対策の量が足りずに本当の意味での赤

字決算になる可能性があるといったところで

ございます。

そこでちょっと資料を飛ばしまして７ペー

ジをごらんください。先ほど３ページで見て

いただきました19年度の決算見込みでは財源

対策を行わなければ328億円の赤字というの
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が見込まれました。そういうことからします

と、本来的には300億円規模の収支改善策が

必要でございますが、その際100億円につい

ては引き続きＣのところに書いてございまし

た追加的な起債により対応を行い、残り200

億円につきましては歳出削減等により対応せ

ざるを得ないというふうに考えております。

そのため、下の箱の２つ目の丸に書いており

ますが、来年度の予算要求につきましては、

消費的経費、投資的経費ともに今まで以上に

厳しくせざるを得ない状況にあるというふう

に考えております。なお、最後の８ページに

ございますように、こちらで財源構成をまと

めておりますが、左の方から見ていただきま

すと、一番左が歳出予算、次右が歳入予算で

ございますが、歳入予算のうち、特定財源が

、 、33％ 一般財源が67％でございますけれども

この一般財源を何に充てておるかというのが

その次の右、真ん中のところの少し小さい棒

グラフでございますけれども、一般財源のほ

とんどは義務的経費それから税交付金とか、

法定負担金など、法律に定められた準義務的

経費、こういったところに当たっておりまし

て、政策的、裁量的に使える一般財源という

のは約670億円しかないといった状況でござ

います。この670億円と200億円の削減規模と

いうのを考えると非常に難しいものがありま

すけれども、21年度以降も引き続き抜本的見

直しを行っていく必要があるというふうに考

えておるところでございます。

説明は以上でございます。

○松見市町村総室長 市町村総室でございま

す。資料番号８、市町村合併の推進について

御報告いたします。１ページをお開きくださ

い。

アンダーラインを引いております箇所がご

ざいますけれども、ここが前回６月委員会で

御報告いたしましたそれ以降の最近の動きで

ございますので、そこの部分を中心に御説明

いたします。

まずは合併新法下での取り組みでございま

すけれども、熊本市と富合町との間で法定協

議会が設置されましたことから、その組み合

わせを追加する第２次構想を６月に策定した

ところでございます。また、２ページになり

ますけれども、今月には将来の人口減少、高

齢化の進展、こういうものが特に危惧される

県下17の小規模町村に対して、早期の合併論

議を促します知事書簡を町村長と議員全員に

送らせていただいたところでございます。

次に、政令市関係ですけれども、10月１日

に熊本市等と共催でシンポジウムを開催する

ことにしておりますので、ぜひ委員の皆様方

にも御出席いただければと思います。

次に、熊本市、富合町合併協議会での検討

状況でございますけれども、今年１月に設置

されて以降現在まで７回開催されまして各種

事業について協議が順次進められているとこ

ろでございます。

次に、３ページをお願いいたします。政令

市移行に関します庁内検討会議の設置につい

てでございますけれども、９月にはこれまで

調査を進めておりました政令市の権限移譲事

務につきまして中間の取りまとめを行ったと

ころでございます。その具体的な項目につき

ましては、移譲項目数につきまして11ページ

に記載しているところでございます。今後は

こうした権限移譲に伴って発生します県行政

への影響や課題、こういうものについて整理

していくことにしております。

次に、３ページの下段の方からですけれど

も、各地域の合併に向けた動きを取りまとめ

。 、 、ております 熊本市周辺では植木町 城南町

益城町の動きを、また、荒尾、玉名地域、人

吉、球磨地域の最近の状況を記載していると

ころでございます。なお、植木町におきまし

ては３ページの一番下に記載しておりますと

おり、９月３日に熊本市との任意協議会設置

を求める請願書が議会に提出されていたとこ
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ろでございますけれども、本会議におきまし

て不採択となりました。また、これとは別に

合併に関する特別委員会が新たに設置された

ところでございます。このような具体的動き

が始まった町や地域に対しましては、県とし

ても情報の提供や説明などをしっかりと対応

していくことにしておりますし、いまだ具体

的動きのない地域に対しましてはできるだけ

早く検討を初めていただくよう合併機運の醸

成に努めてまいりたいと思っておるところで

ございます。

続きまして、報告資料９番でございますけ

れども、平成18年度市町村財政の概要につい

て御報告いたします。市町村の平成18年度決

算の状況を取りまとめましたので、速報とい

う形でその概要を御報告したいと思います。

１ページをお開きください。

まず、普通会計決算について御説明いたし

ます。平成18年度の本県48市町村の決算規模

は歳入が約7,370億円、歳出が約7,117億円と

なっておりまして、歳入歳出とも３年連続で

前年度の決算額を下回っております。実質収

支につきましては、前年度赤字でありました

人吉市、荒尾市も含めまして全市町村が黒字

となっているところでございます。

次に、２ページでございますが、歳入面に

つきましては、地方税は個人の市町村民税の

増、また、地方譲与税は税源移譲に伴います

所得譲与税の増により、また、地方債は災害

復旧事業費の増により前年比を上回っており

ますけれども、地方交付税は６年連続で前年

度を下回りまして、臨時財政対策債と合わせ

ますと約60億円の減となっております。その

他基金等からの繰入金が減となっているとこ

ろでございます。

次に、３ページをお願いいたします。

歳出面につきましては、扶助費、公債費、

投資的経費が前年度を上回っておりますけれ

、 、ども 特に扶助費につきましては６年連続で

投資的経費は災害復旧事業費の増によりまし

て上回っているところでございます。一方、

人件費、物件費、繰出金等は前年度を下回っ

ておりまして、人件費は８年連続、物件費は

市町村合併に伴います電算システムの構築

等、委託料の大幅減によりまして、繰出金に

つきましては、公共下水道会計の減によりま

して前年度を下回っているところでございま

す。

、 。次に 資料の４ページをお願いいたします

財政構造の弾力性を見る指標といたしまし

て、経常収支比率等がございますけれども、

経常収支比率は前年度から0.1ポイント増加

しまして、91.7％と引き続き高い水準で推移

しております。財政構造の硬直化傾向が続い

ている状況でございます。また、平成18年度

から導入されました実質公債費比率は県内市

町村の平均は14.6％となりまして、地方債の

発行におきまして許可を要します18％以上の

団体は６団体、長洲町、富合町、五木村、上

天草市、宇土市、小国町となっております。

そのうち、長洲町は一般単独事業等の起債が

制限される数値目安であります25％以上とな

っているところでございます。

次に、５ページをお願いいたします。

地方債現在高は２年連続で減少しておりま

して、債務負担行為の翌年度以降、支出予定

額が増加しまして、積立金現在高が減少した

ものの将来にわたる実質的な財政負担は５年

ぶりに前年度を下回っております。６ページ

につきましては、市町村ごとの決算収支、主

な財政指標につきまして一覧表を掲載してい

るところでございます。

続きまして、資料の７ページ以降でござい

ますけれども、地方公営企業会計決算の概要

について記載しておりますけれども、あとで

ごらんいただくということで説明の方は省略

させていただきます。

以上、簡単ございますけれども、18年度の

市町村財政の決算概要につい御報告申し上げ

ます。
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○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 報告資料の10番、熊本県民交流館会議

室の利用手続きの簡素化について御報告申し

上げます。

この点につきましては、６月の本委員会で

鎌田委員から手続の簡素化について借りる側

の立場に立った検討をという御指摘をいただ

いたところです。検討いたしました結果、２

点について改善をすることといたしました。

１点目は利用者登録制度を設けまして、一

定の要件を満たす利用者については、使用料

の納入手続を簡素化いたします。このことに

よって事前に御来館いただくことなく使用当

日の納入が可能になります。

２点目は、会議室の空室状況について県民

交流館パレアのホームページ上で確認ができ

るように公開をいたします。いずれもデータ

ベースの整理と一部システムの開始を行いま

すので、来年４月から実施することとしてお

ります。

以上、よろしくお願いいたします。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。報告番号11番、川

辺川ダムに関する取り組みについて御説明い

たします。資料に沿って御説明いたします。

まず、表面の治水をめぐる状況についてで

ございます。球磨川水系の河川整備基本方針

、 、につきましては 本年５月に作成されまして

国は県民への説明責任を果たすため、現在、

12市町の中で７町村で説明会を実施終了して

おります。今後、八代市や人吉市さらには流

域外での開催も予定しております。箱の中で

それぞれの各市町村ごとの開催状況を示して

おります。この報告会とあわせまして県が管

理いたします市房ダムの洪水調節についても

御説明申し上げます。これについては本議会

でも知事答弁がありましたように、市房ダム

の操作が水害が生じた要因でなかったことに

ついて流域住民等に対する説明を行っており

ます。

裏面をお願いいたします。

次に、利水をめぐる状況についてでござい

ます。これまでの状況については、この委員

会で説明してまいりましたけれども、４月の

統一選挙後、関係３市町、人吉市、錦町、あ

さぎり町の首長交代を受けまして、相良村の

矢上村長が６市町村での協議を開催するよう

要請しております。それに基づきまして２回

ほど開催をされました。しかしながら現在の

状況に書いておりますが、６月25日に矢上村

、 、長が突然に参加しない旨 表明いたしまして

現在出席はされておりません。その後、関係

５市町村で協議が進められております。

②の国の動きですけれども、本年の８月の

概算要求におきましては、平成20年度に向け

て約３億円が計上されております。しかしな

がら、農水省幹部及び農水省が、このままの

状況では事業予算の計上は困難だという見方

も述べられておりまして、現在、非常に予断

を許さない状況になっております。

今後の取り組みですが、県としては今後、

農家に対する説明責任を果たすため、市町村

が農家説明会を開催するということで準備を

進めておりますので、そのような農家の声、

さらには12月の政府予算決定に向けた国の動

向を注視ながら県としても精いっぱい努力を

続けてまいりたいと思っております。

以上でございます。

○小林交通対策総室長 交通対策総室でござ

います。報告事項の12番目、肥薩おれんじ鉄

道株式会社の経営状況について御報告いたし

ます。お手元の資料１ページをお願いいたし

ます。

１ページは肥薩おれんじ鉄道株式会社の概

要ということで会社の名称等について記載し

ております。

２ページをお願いいたします。(４)といた
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、 。しまして 開業以降の実績を示しております

事実上１年目となります平成16年度につきま

しては、減価償却前損益で約900万円の黒字

となりましたが、平成17年度は約5,600万円

の赤字、18年度につきましては営業収益９億

163万円、営業費11億5,301万円ということで

当期損失は２億511万円となります。このう

ち、減価償却前利益としましては約１億7,85

。 、0万円の赤字となってございます 営業収益

営業費がふえてございますのは、高尾野また

は野田郷といったところでの受託工事による

増でございます。

２ページ目下段でございますが、平成18年

度決算の概要でございます。

(１)の事業報告でありますが、平成18年度

の会社の事業取り組みについて記載しており

ます。平成18年度は熊本駅と田ノ浦または佐

敷間を結ぶＪＲ九州と肥薩おれんじ鉄道の共

同割引切符、ＪＲおれんじトコトコ２枚切符

を開発販売したほか、沿線自治体と一緒とな

りまして各種団体を訪問しての乗車依頼、車

体広告など収入確保に努めたところでござい

ますが、車両の重要部検査、軽油の高騰，梅

雨時期の災害復旧等の経費増大によりまして

２億500万円余の損失となった旨の説明でご

ざいます。

３ページをお願いします。３ページ上段に

つきましては、平成18年度損益計算書の概要

を掲載しておりますが、営業損益につきまし

ては先ほど御説明したとおりでございます。

下段につきましては貸借対照表を掲載してお

ります。

次に、４ページをお願いいたします。肥薩

おれんじ鉄道経営検討委員会の検討結果につ

いて記載してございます。

まず、検討の経緯でございますけれども、

平成18年の８月に肥薩おれんじ鉄道経営検討

委員会を設置いたしまして、平成19年６月に

経営改善素案を会社の取締役会に対して提示

したところでございます。これをもとに会社

の方では現在、中期経営改善計画を策定中で

ございます。下段の肥薩おれんじ鉄道経営検

討委員会の検討結果概要につきましては、利

用者の状況としまして平成18年度利用者数は

年間169万人でありますが、これはＪＲ九州

が運営していた平成12年当時の68％に相当す

る数ということで大変減少してございます。

利用者の傾向としましては、これまで落ち込

みが大きかった定期外利用者が平成18年10月

から本年の3月の下期になって下げどまりの

傾向があることによりまして、全体として利

用者の減少はこれまでよりもゆるやかになる

ものと見られておるところでございます。利

用者の減少につきましては、ここに書いてご

ざいますとおり、当初の予想以上に特急利用

者の新幹線利用者が新幹線へ大きく逃げたと

いうことや、免許保有人口の予想以上の増加

といったことで分析してございます。

４ページから５ページにかけましては、

３)としまして肥薩おれんじ鉄道経営検討委

員会からの経営改善のための主な取り組みの

提案が記載されております。経営検討委員会

としましては、運賃収入の柱でございます定

期外利用者35万人の維持、さらに沿線の方に

使いやすいダイヤの見直し、さらなる便利で

お得なＪＲ九州との共同企画切符の開発、イ

ベント列車の充実、車体広告列車をふやすこ

とによる増収、できる限りの費用削減策の検

討実施を提案しておるところでございます。

今後の利用者数につきましては、５ページ

の中段でございますけれども、平成18年度の

下期のトレンドが続くといたしますれば、平

成18年度実績の169万人が平成23年度で135万

人まで減少すると見込んでおりまして、この

経営検討委員会が提示しました改善策をしっ

かり取り組みまして、効果を上げて141万人

で下げどまることを目標しておるところでご

ざいます。ただし、依然として厳しい状況に

変わりはございませんので、会社と沿線自治

体一丸となった取り組みが必要と考えており
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ます。

５ページの下段でございますが、会社及び

肥薩おれんじ鉄道沿線活性化協議会の19年度

事業取組計画を記載してございます。会社と

しまして平成19年度の運賃収入の下げどめ、

収益の増加を図ることを目的としましてＪＲ

九州と連携強化を図って企画切符のさらなる

開発を行っております。また、肥薩おれんじ

鉄道の認知度の向上を高めるための企業訪問

でございますとか、車体・車内広告の有効活

用を図ることとしております。

次に、５ページから６ページに記載してお

ります沿線活性化協議会の19年度事業としま

ましては、特に定期外利用者の増加策に力点

を置いて利用促進を図ることとしておりまし

て、19年度の新規事業としまして、おれんじ

モニター制度の創設、または乗車体験モニタ

ー事業等、幅広く沿線の方々の御参加をいた

だけるような企画をしておるところでござい

ます。

６ページ下段でございますが、新たな取り

組みといたしまして、沿線からも大変希望の

強かった肥薩おれんじ鉄道の熊本駅等への乗

り出しについてでありますが、これまでのＪ

Ｒとの交渉によりまして来年３月をめどとし

まして、熊本駅さらには鹿児島中央駅への乗

り出しについて覚書をかわし、現在、準備作

業にかかっておるところでございます。これ

が実現しました場合には佐敷駅から熊本駅ま

で平均約90分、現在かかっておるところでご

ざいますが、これが60分程度に短縮されると

考えておるところでございます。

以上で御説明を終わらせていただきます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

以上で執行部からの報告が終了いたしたわ

けでございますけれども、報告事項も12件に

わたっておりますので、ただいまから質疑を

受けたいと思いますが、できれば報告事項の

何番のどのページのどの部分というような形

で質疑をいただければありがたいと思いま

す。何か質疑はございませんか。

○西岡勝成委員 報告事項の３なんですが、

指定管理者制度を17年から18年度とやってこ

られて財政改革の一翼を担っていると思うの

ですけれども、どのくらいの経費節減が今ま

でできているのか、そして福祉施設等々はい

ろいろ指定管理者制度に合わないんじゃない

かというような不安もあったんですけれど

も、その辺で問題があるようなところはない

のか、非常に効果は上げていると先ほど説明

がありましたように、効果を上げておるよう

な部分もありますけれども、指定管理者制度

に移して問題があるというような部分はない

のか、その辺を含めてちょっと。

○小嶋行政経営課長 行政経営課でございま

す。

ただいま２点ほど質疑がございましたけれ

ども、指定管理者制度につきまして、18年度

時点での財政効果ということで一応の試算を

してみておりますけれども、８億5,000万円

余くらいの効果があったのではないかという

ことで試算をしているところでございます。

また、これは財政コストのダウンだけを目的

としている制度ではございませんで、もちろ

ん住民サービスの向上ということで公の施設

を、より質の高いサービスを提供しようとい

うことで導入した制度でございますので、そ

ういった意味で先ほど申し上げましたような

形でさまざまな効果が出てきているところで

ございますが、後段の御質問でもございまし

たように、先ほどの説明資料の……私は触れ

ませんでしたが、３ページ、報告資料の３を

ごらんいただきますと、３ページにモニタリ

ングの実施体系という図がここにお示してお

るかと思いますけれども、この図の中でそれ

ぞれサービスの受益者の皆様方から指定管理
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者にもそれぞれ苦情ないしは意見等について

もそれぞれ出てくるような形になってござい

ます。また、県の方でも先ほど申し上げまし

たモニタリング指針の中で利用者調査でござ

いますとか、そういったところの調査もかけ

て、早々からそういう形でのモニタリングを

やっていくという形で今対応しておるところ

でございます。そういった中で先ほども申し

上げましたけれども、利用面の中で、例えば

駐車場の充実を図ってほしいとか、案内板が

見えないとか、これは公の施設でございます

ので、日常、利用者の皆様方と接してござい

ますので、そういった面でのいろんな要望等

が出てきている部分はあるかと思いますが、

それぞれ指定管理者の方で逐次対応している

ところでございます。そういった意味で先ほ

ど申し上げましたが、制度そのものをこれは

ちょっと見直さなくちゃならないとか、そう

いう意味での大きな課題というものは今のと

ころは出てきていないと、ただ、先ほど先生

もおっしゃっておられましたように、福祉施

設でございますとか、あるいは指定管理者も

まだ制度を導入してスタートしたばかりでご

ざいますので、そういった意味でいろんな中

での、我々の方からも見えない部分もあるか

と思いますので、そういった点等につきまし

ても引き続きモニタリング等をやりまして、

この制度が定着してまいりますように取り組

んでまいりたいというふうに思っておりま

す。

○西岡勝成委員 モニタリングの報告書とい

うのはあるのかな。

○小嶋行政経営課長 行政経営課でございま

す。

モニタリングの結果につきましては、先ほ

ど申し上げましたが、資料の今ごらんいただ

いております資料の左側に施設がそれぞれ書

いてあるかと思いますが、施設ごとにその調

査結果につきましては、ホームページに公表

するように今準備しておるところでございま

すので、近くその辺のところもアップできる

かと思っております。

○西岡勝成委員 わかりました。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か。

ほかに。

○鎌田聡委員 報告事項10の県民交流館の利

用手続の簡素化ということで、早速、改善の

方向で動いていただきましてありがとうござ

いました。

１点、要望ですね、イメージ図で改善後と

いうことで中段のところにありますけれど

も、予約確認をやったあとに１週間以内に申

請書提出とありますけれども、これは郵送か

窓口で提出をしなければならないというよう

な考え方になってますが、郵送も切手代とか

もかかりますので、細かい話ですけれども、

ファックス等でも申請書の送付ができるよう

に、ぜひあと半年間、実施時期までございま

、 、すので 御検討をいただきたいと思いますが

いかがでしょうか。

○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

、 、課長 済みません 確認はしておりませんが

多分ファックスでも受付をしていたかのよう

に思います。御意見をちようだいいたしまし

たので、あわせて可能なように検討いたした

いと思います。

○鎌田聡委員 よろしくお願いします。

○小早川宗弘副委員長 報告事項の11ですけ

れども、市房ダムの洪水調整についてという

ふうなことが載っておるもんですから、代表

質問で議会での質問の確認というふうになる
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かもしれませんけれども、竹口先生が市房ダ

ムの件で質問をされたということで、市房ダ

ムの誤った放流によって水害が拡大したと

か、水害が発生したというふうな話があると

いうことで県の考えを質問されたというふう

に思いますけれども、もう一度県の考え方と

、 。いうか その見解を聞きたかつですけれども

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 先ほどの11

番の報告でも申し上げましたように、40年水

害時の市房ダムの操作に関しましては、この

前説明したように、災害・水害を生じた要因

ではなかった旨を答弁しております。知事答

弁の中でも県、国は繰り返し操作が要因では

なかったことを、これまでも申し上げたとい

うことで、県の考えが従来から変わってない

というものを答弁しております。それについ

ては、県としての正式見解でございます。

○小早川宗弘副委員長 では、県には一切責

任はなかったということですね、再度確認し

ます。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 40年の水害

に関して市房ダムの操作には間違いなかった

ということですので、それに関しては、県の

責任はなかったと考えてよろしいかと思いま

す。

○小早川宗弘副委員長 わかりました。結構

そういううわさが本当のように結構広がって

おるもんですから、ちょっと委員会でも再確

認させていただきました。

１つまた確認なんですけれども、森先生の

一般質問の中で川辺川ダムについての質問が

あったと思いますけれども、知事の再質問の

ときの答弁だったと思いますけれども、県民

の中にはダムが崩壊すると言う人がいるとい

うふうな発言があったと思うとですけれど

も、ダムが崩壊するなんて非常に危険なダム

が熊本県内にあっとですか。その辺をちょっ

と確認したかつですけれども。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 委員からも

御紹介があったように、知事の発言は異常気

象という中でダムの崩壊といいますか、それ

を危惧する人たちもおられるというものを紹

介したということで、土木の方にも確認しま

したけれども、県内のダムでそうした事例は

ございませんし、安全検査等もしております

ので、そういう危険性はないということでご

ざいます。

○小早川宗弘副委員長 わかりました。ダム

が崩壊するという言葉について、結構、議員

の中でも反響があったもんですから、そんな

ダムがあるのかとか、テレビ、映画等ではダ

ムが崩壊するシーンはあるばってん、実際そ

ういうふうな本当に崩壊するのかどうかとい

うのをちょっと確認したかったもんですか

ら、崩壊するような危険なダムは県内にはな

いというふうな認識でよろしいですか。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 土木の方に

確認しましたのは、そのように、そのとおり

でございます。

○小早川宗弘副委員長 わかりました。以上

です。

○竹口博己委員 今のですべて納得なんです

が、知事は確かに今、課長おっしゃったとお

り、ダムが崩壊したらどうしようということ

を心配する声があるという、そういう意味の

発言だったんで、崩壊するとはおっしゃって

ないですね、確かにおっしゃるとおりです。

そういうたぐいの声を本会議であえて発言さ

れる場面だったかなという、むしろそっちの

方が心配します。そういう声が県民の間で大

、 、きい声として聞かれていればいいが 反対の
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どう見てもダム反対の方に比重がいった発言

としかとらえようがないですよね、取り方に

よっては。つくったダムが崩壊したら心配だ

という声があるという、この発言はダムがな

い方がいいというふうに短絡的になっちゃう

ですよ、ですから、中立というふうにおっし

ゃっているわけですから、あえて無理してそ

ういうダム建設反対、危険性があると取られ

るようなことはあえておっしゃる場面ではな

いときに、あえてそういうことをおっしゃる

必要はないんじゃないかと、それを心配しま

す。もう答弁は要りません、要望です。住民

討論集会でそういう声が反対派の中からあっ

てれば別ですね、あってれば。それを本当に

聞きたいくらいですよ、ダムをつくったら崩

壊して危ないからダム反対だという声がりっ

ぱな反対の理由として何回もあっていれば別

ですけれども、少なくとも初めて聞いたんで

、 、すよ 知事の口から本会議での発言としては

ダムは崩壊したらどうしようかという危惧す

る声があるという発言はですね、それは行政

のトップが発言されるにしては、とらえよう

によってはダムじゃなく橋も危ないぞと、橋

も崩落する危険があるから危ないぞとなれ

ば、つくるなということになっていくわけで

しょう。学校も危ないぞという、すべての施

設に通用するわけですから、しかも一連の議

論の中で竜門ダムは100％利水を目的とした

ダムだからということで歓迎するようなコメ

ントもあっているわけでしょう。やっぱり竜

門だってあの言葉を借りれば崩壊したら怖い

ということになるんです。何で川辺川ダムだ

けにそれを当てはめなければいけないかと

、 、 、か いろんな憶測を呼びますから 恐らく今

小早川副委員長が発言されたのはちょっとニ

ュアンスの違いが、僕とはちょっと違うニュ

アンスでとらえているなと感じたんですけど

ね、危険だじゃなかったんですよね、田島さ

ん、課長おっしゃるとおり、そういう心配す

る声があるという発言があったやに私はそう

とらえているのですけれども、ノー原稿で切

り返しといいますか、再質問に対するノー原

稿で登壇されたから、ふだん思っておられた

のがぽろっと出てしまったのかなと、あるい

は軽い気持ちをおっしゃったのかよくわかり

、 、ませんけれども 本会議の知事答弁ですから

非常にそこらは慎重であられたし、というこ

とを要望いたします。答弁は要りません、難

しいから。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。それでは、ほかに。先に手が上がりまし

たからどうぞ。

○吉田忠道委員 報告事項の８番、市町村合

併の推進についてですけれども、この２ペー

ジに９月中旬から下旬、小規模町村に対し早

期の合併論議の促進を促す知事書簡の送付

、 、と これは17町村だったと思いますけれども

これに対してのフォローですけれども、いつ

いつまでにどういうフォローしてどう対応す

るかという予定、意図はあるんですか。

○松見市町村総室長 今回の書簡につきまし

ては、知事の方から検討を早期に開始してい

ただきたいと、いわゆる要請の文書でござい

ます。私どもはそれを受けまして、今後、個

別に17の町村に対してぜひ説明の機会を与え

てほしいという形で、こちらの方も要望して

いきたいというふうに思っております。時期

については、できるだけ早くということで今

回、書簡を出されたわけでございますので、

合併新法の期限が２年と半年という形で詰ま

っておりますので、できる限り今年度中には

具体的な動きが出るような形で説明等ができ

ればなというふうに思っておるところでござ

います。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か。
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○吉田忠道委員 はい。

○早川英明委員 ちょっと教えてください。

これは県の18年度の普通会計で歳入歳出、そ

、 、の後 県全体の市町村の決算を見てみますと

ほぼ100億程度のそれぞれ入りも出も、県と

市町村とがその数字では全く100億弱のずれ

しかありませんが、これはちなみに熊本県は

こうですが、全国的にはどうですか、やはり

県の予算がそれぞれ県の市町村の予算と匹敵

するような額でしょうか、私はちょっとこれ

を見てみましてほぼ変わらなと思いましたか

ら、そこらあたりはどうですか、熊本県だけ

ですかね、熊本県は入りも出もほとんど変わ

っていませんね、県全体と市町村全体のやつ

が、ほかの県はどうでしょうか。

○松見市町村総室長 市町村総室でございま

す。申しわけありません。本県の場合はたま

たまそうなっておりますが、ほかの県につき

ましては、ちょっと私どもの方でも確認した

ことはございません。

○早川英明委員 私がそれを聞いたのがです

よ、今、地域格差あたりが言われております

が、先ほど総室長の方から御説明がありまし

たように、首都圏でのやつと、私たちとがど

のような開きが、あるいはまた、このような

形になっているのかなあと思いましたもんで

すから、地域格差を見るためにも調べていた

だくなら結構かなあというふうに思いました

から、質問をさせていただきました。

○松見市町村総室長 おっしゃるように、県

と市町村、県の財政状況がいいところは、も

ちろん市町村の方も大変よろしゅうございま

して、交付税の不交付団体となったところは

やはり大都市に集中しておりますので、ほぼ

同じ傾向だと思いますけれども、委員、御指

摘のことについては調べてみたいと思いま

す。

○早川英明委員 たまたま見てみましたらほ

とんど変わりませんもんね、うちの場合は。

ちなみに、うちあたりはこの100分の１くら

いもんですもんね、植木あたりは。そういう

形からしますと、それと国がまた県の100倍

くらいの額が来るでしょう、そういうことを

見ますと、ひとつ調べてみてください。

○松見市町村総室長 はい。

○中原隆博委員長 もう少しつまびらかな情

報等がございましたら、資料等がありました

ら、また皆様方に御提示いただければありが

たいと思います。

ほかにありませんか、――なければ、これ

で報告事項に対する質疑を終了いたします。

次に、そのほかで何かありませんか。

○鎌田聡委員 済みません。３点ほどござい

。 、ます 時間の方も気になるでしょうけれども

よろしくお願いいたします。

まず、１点がこの前の代表質問で渡辺県議

が知事に質問されて、今後、検討するとされ

たいろいろな要望事項の文書化、そしてそれ

を情報公開していくということで、今後、他

県の状況等も見ながら検討していくというこ

とを言ってございましたが、これはいつまで

にどのようにされるのかを教えていただきた

いと思います。

○田崎人事課長 人事課でございます。

今の議員、御指摘がございましたさまざま

な要望に対する県としての対応ということで

ございますけれども、これについては答弁の

中にもございましたように、現在、全国では

17府県でこういういろんな要望に対する文書

化、そして情報共有化ということを進めてい

るところでございます。現在、私の方として
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は、そういう他県の状況を踏まえながら、そ

ういう制度の導入に向けまして、どのような

立場の方から、どのような行為を対象にする

のかとか、具体的な公開の課題は何なのかと

いうことについて検証を行っているところで

ございます。そういう検証を踏まえまして、

制度の導入に向けて検討を行ってまいりたい

ということでございまして、今、委員、御指

摘のありましたように、いつからということ

についてまだ結論を出しているところではご

ざいませんけれども、そういう検証を進めな

がら制度の導入に向けて行ってまいりたいと

考えているところでございます。

○鎌田聡委員 いつからという話を聞かれて

ないということでありますけれども、マスコ

ミ報道あたりでは本年度中にも要綱を策定す

るということで出ておりますが、ぜひこの余

り時間をかけるような問題ではないと私は思

いますので、いつからか、まだわからないと

いう話にはならないと思いますけれども、も

う一回いいですか。

○田崎人事課長 今、御指摘ございましたよ

うに、検証を進めまして、できるだけ早く要

綱の整理をいたしまして、時間はおっしゃっ

ているように、かけずに取り組んでまいりた

いというふうに思っております。

○鎌田聡委員 既にいろんな要望はもう文書

で記録されていると思うのですよ、確かにそ

ういったものを私は見ましたけれども、だか

ら、それをどこまでどの範囲で公開していく

のかというのは御検討を今からされるという

ふうに思いますので、できるだけ透明性も高

めていく、そしてまた職員さんに対する、い

わゆる不当な要望・要求あたりも、やっぱり

見やすくしていくということは非常に重要な

ことだと思いますので、早い時期に実施でき

るようにぜひよろしくお願いします。

○中原隆博委員長 それは要望でいいです

ね。

○鎌田聡委員 はい。

○中原隆博委員長 あと２点あるんですか。

○鎌田聡委員 防災関係で熊本市職員が７月

に川のところに行かれて流されて死亡された

という非常に痛ましい事故がございまして、

やっぱり職員の安全面、こういった災害時に

出て行かれてですね、その安全面の問題でラ

イフジャケットあたりもきちんと配備されて

いるのかどうかわかりませんけれども、ぜひ

そういった現場に出ていかなければならない

職員に対しては、非常に危険な任務につかれ

るわけですから、そこの安全面のいろんな配

備等を含めて今どうなっているのか、ライフ

ジャケットとかはお持ちなんでしょうか。

○田崎人事課長 人事課でございます。御質

問がございました件で熊本市の事例を今、委

員の方からお話がございましたように、その

後、私どもに対しましても、職員組合の方か

らも、そのあたりについての要望が実際にあ

。 、ってございます そのあたりにつきましては

土木、それから農林水産部、そういう事業部

へのそのような要望については、私どもの方

からもつないでいるところでございます。今

おっしゃったライフジャケットの配備があっ

ているのかということについては、今ちょっ

と手元に資料がございませんので、申しわけ

ございません。

○鎌田聡委員 そういった災害が起こったと

き第一線で県民の生命、財産を守っていただ

くためには危険な部分にも行かなければなら

ないという状況がございますので、特にいろ

いろな面の配備は各部に言ってもなかなか予
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算の関係もありますでしょうから、厳しいと

思います。これは全庁的にそういった職員の

安全面の対策というのは整えていっていただ

きたいというふうに思いますので、ぜひよろ

しくお願いをしておきます。

○中原隆博委員長 では要望ということで受

けとめてください。もう１点どうぞ。

○鎌田聡委員 ３点目、済みません。これも

いつだったですか、知事の公印を職員の方が

何か押されて、処分の方は済まされていると

思いますけれども、その職員がどうこうでは

なくて、その公印の管理のあり方ですね、だ

れもが押せるような状況に知事の印鑑とか、

非常に重要な印鑑だと思いますけれども、な

っているのか、今、管理が私学文書課で管理

されていると思いますけれども、その辺をち

ょっと教えていただきたいと思います。

○楢木野私学文書課長 私学文書課です。

公印の監視は私学文書課で行っておりま

す。今回の事件につきましては、そういう問

題点、私どもも把握しておりまして、今、対

策をどうしようかということをまた改めて考

えているところです。大体、うちに来る文書

、 、の８割方が知事印 またその６割は権利関係

認可とかにかかわる文書とか、印鑑というこ

とで非常に知事印を押すケースが多いと、し

たがいまして、それをじゃ職員がかわって押

すのかということも一つあるんですけれど

も、それはちょっと物理的に職員をそんなに

張りつけるわけにはいかぬので、今は試行で

はありますけれども、通常何といいますか、

起案文を持ってきてチェックを受けて、それ

と一緒に持ってきた文書に知事印を押してい

ただいておるのですけれども、今回のような

事件がありましたときに、じゃ、どういうふ

うな形で、仮にそういうことをやろうと思っ

たときにどうやるのかというと、やはり起案

文の中に挟めているとかということが多いじ

ゃないかということで、一応、起案文の中に

は全部文書を紛れ込まさないように起案文を

離してしまうと、チェックを受けた文書だけ

公印を押すということに今やっておりますけ

れども、今後ともその辺の趣旨徹底について

は努めてまいりたいと思っております。

○鎌田聡委員 印鑑は持ってこられた方が押

しているということですか。

○楢木野私学文書課長 現状ではそうしてお

ります。

○鎌田聡委員 それでいいんでしょうか。

○楢木野私学文書課長 先ほど言いましたよ

うに、それでじゃ、その一つにかわって別の

職員、うちの職員が押すかという問題はあり

ますけれども、さっき言いましたように、数

が非常に膨大だというのが一つありますの

で、そこに職員を張りつけるというのは難し

いのかなと現状では思っております。それに

かわる手段を今検討をして試行をしていると

ころでございます。

○中原隆博委員長 何かアイデアはあります

か。

○鎌田聡委員 アイデアはないんですけれど

も、実際、起案を持ってこられた方が押すと

いうこと自体が非常に問題でないかなと思う

のです。管理元というか、知事に成りかわる

ところが、知事が直接押すのが本来だと思う

のですけれども、目を通されて。いろいろな

仕事の流れとか、速度とか、その辺はあると

思いますので、ですから、やっぱり伺いを持

ってきた人が押すというシステム自体をやっ

ぱりここは見直していくべきだと思いますの

、 、で そちらの方向でぜひ検討していかないと
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知事印というのがそのように押されていくと

いうところは非常に問題があると思いますの

で、少しやり方は御検討いただきたいと思い

ます。ちょっとアイデアがあるということで

はございませんけれども。

○中原隆博委員長 鎌田委員から、今、御指

摘の点を踏まえてどうしたらいいか、早急に

。 。検討してください 鎌田委員よろしいですか

○鎌田聡委員 はい。

○中原隆博委員長 以上をもちまして、本日

の議題をすべて終了いたしました。

最後に、陳情書等が３件提出されておりま

すので、参考として皆様方のお手元にお配り

しております。あとで目を通していただけれ

ばありがたいと思います。

以上をもちまして、本日の委員会を閉会い

たします。長時間にわたりましてありがとう

ございました。

午後０時14分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する
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